
7 

 

 
１．重要な会計方針 

 

 

 

（１）運営費交付金収益の計上基準 

   業務達成基準を採用しております。なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が

明確である活動を除く管理部門の活動については期間進行基準を採用しております。 

  

（２）減価償却の会計処理方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。 

建物        2～50 年 

機械及び装置   2～17 年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87 第 1 項）の減価償却に相当する額に

ついては、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5 年）を耐用 

年数とした定額法を採用しております。 

 

③リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（３）賞与引当金の計上基準 

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当該事業年度に負担すべき

金額を計上しております。なお、役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置

がなされる見込みであるため、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しておりま

す。 

 

（４）退職手当に係る引当金の計上基準 

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務見込額に基づき

計上しております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされる見込みである退職一時金については、期

末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しており、退職給付

引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しております。  

 

（５）収益及び費用の計上基準 

  ①受託研究に係る収益 

   受託研究に係る収益は、主に国又は地方公共団体から支出された委託費であり、委託契

約等に基づいてサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、当法人が

顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受することで充足される

と判断し、履行義務の充足に応じて一定の期間にわたり収益を認識しております。 

 

  ②技術指導等に係る収益 

   技術指導等に係る収益は、主に建築・都市計画技術に関する指導等に伴う収益であり、

顧客からの要請に基づき、当法人の研究員が、委員会等への出席や書籍の監修等を行う履

行義務を負っております。 
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当該収益は、それぞれの委員会での議題や書籍の内容について指導等を行うことにより

顧客が便益を享受し、履行義務が充足されると判断されることから、顧客との契約におけ

る個別の業務が完了するごとに収益を認識しております。 

 

（６）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。 

 

 

 
２．注 記 事 項 

 

 

（貸借対照表関係） 

 

出資を財源に取得した資産に係るその他行政コスト累計額  △12,219,655,341 円 

 

 

（行政コスト計算書関係） 
 

（１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト  

 

   行政コスト          3,109,117,171 円  

   自己収入等           △156,891,143 円  

  機会費用            592,243,179 円  

    独立行政法人の業務運営に関して 

  国民の負担に帰せられるコスト 3,544,469,207 円  

 

（２）機会費用の計算方法 

 

①国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算 

方法 

国有財産貸付料の算定方法や近隣の賃貸料を参考に計算しております。 

②政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した率 

       10 年利付国債の令和 7 年 3 月末利回りを参考に 1.485％で計算しております。 

   ③国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法 

国又は地方公共団体との人事交流による出向職員であり国又は地方公共団体に復帰 

することが予定される職員であって、独立行政法人での勤務に係る退職給与は支給しな

い条件で採用しており、退職給与を支給しないことが独立行政法人の給与規則等におい

て明らかとなっている出向職員がいないことから、独立行政法人会計基準に関するＱ＆

Ａ  Ｑ62-5 に基づき、国又は地方公共団体との人事交流による出向職員にかかる退職給

付費用は退職給付引当金に含めて計上しており、機会費用の算定を行っておりません。 

 

 

（損益計算書関係） 
 

ファイナンス･リース取引が損益に与える影響額は、△305,534 円であり、当該影響額を 

除いた当期総損失は 49,652,209 円であります。 
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金勘定   1,287,663,655 円 

 

（２）重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得    85,471,011 円 

 

 

（退職給付債務関係） 

 
（１）採用している退職給付制度の概要 

  当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済

組合法の退職等年金給付制度を採用しております。 

 

非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便

法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 

  

（２）確定給付制度 

①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

      期首における退職給付引当金                    730,817,096 円 

     退職給付費用                   11,755,890 円 

     退職給付の支払額                      △113,229,606 円 

     期末における退職給付引当金               629,343,380 円 

   

②退職給付に関連する損益 

簡便法で計算した退職給付費用           11,755,890 円 

 

（３）退職等年金給付制度 

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、6,103,523 円であります。 

 

 
（収益認識関係） 
 

（１）収益の分解情報 

当法人の一定の事業等のまとまりごとの区分は、研究開発等セグメント、研修セグメント

及び法人共通セグメントであり、各事業の主なサービス等の種類は、受託収入、技術指導等

収入であります。上記に係る一定の事業等のまとまりごとの区分における収益は、受託収入

においては、研究開発等セグメント 77,050,904 円、研修セグメント 18,833,326 円、技術指

導等収入においては、研究開発等セグメント 23,359,598 円、研修セグメント 1,038,234 円で

あります。 

 

（２）収益を理解するための基礎となる情報 

  「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとお

りであります。 
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（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 

  当事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、14,522,917 円であ

り、当法人は、当該残存履行義務について、履行義務の充足につれて令和７年度から令和９

年度までの間で収益を認識することを見込んでいます。 

 

 
（資産除去債務関係） 

 

  当法人は、一部の実験棟について解体時におけるアスベスト撤去費用に係る債務を有してお

りますが、当該債務に関連する建物の解体の予定はなく、また移転の予定もないことから、資

産除去債務を合理的に見積もることができないため、当該資産に見合う資産除去債務は計上し

ておりません。 

 

 

（金融商品関係） 

 

（１）金融商品の状況に関する事項 

       資金運用は短期的な預金に限定しております。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

       現金は注記を省略しており、預金、未収金、研究業務未収金、未払金、研究業務未

払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略して

おります。 

 
 

 （賃貸等不動産関係） 

 

重要な賃貸等不動産がないため、記載を省略しております。 
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３．重要な債務負担行為      

 

   契約締結後、翌年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は次のとおりです。 

                                                                     （単位：円） 

件     名 契約金額 令和７年度支出予定額 

R5 実大建築物水平加力ｼｽﾃﾑ等の更新（工事）  415,800,000   415,800,000 

既設地震観測装置等の更新およびｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続等の機

能更新業務 
 124,300,000   124,300,000 

 
 
４．重要な後発事象 

  
  該当事項はありません。 
 


